
令和４年１０月１９日

短期入所生活介護から本入所（特別養護老人ホーム）への転換に係る事業者募集について 

１ 趣旨 

特別養護老人ホームなどの介護保険施設等については、「第８期川崎市高齢者保健福祉計画・介

護保険事業計画（かわさきいきいき長寿プラン）」に基づき、計画的に整備を進めていくこととして

います。

同計画に位置付けている短期入所生活介護から本入所（特別養護老人ホーム）への転換について、

令和４年３月から５月にかけ、民有地に立地する施設を対象に４７床分の募集を実施したところ、

６法人２６床の応募がありました。

今回は、残りの２１床分の転換を目的に、再募集するものです。

２ 応募資格 

市内において、特別養護老人ホームに併設する短期入所生活介護事業所を運営する法人

３ 募集数 

２１床 

※特別養護老人ホームに併設する短期入所生活介護事業所の転換分 

４ 応募要件等 

（１）応募要件（予定） 

   下記の内容を必須要件とし、１つでも満たされない場合は、応募の対象外とします。 

ア 応募は１法人あたり１事業所とすること。 

イ 令和４年度中に、短期入所生活介護から本入所へ転換した実績のある事業所ではないこと。

ウ 指定管理者制度導入施設ではないこと。 

エ 応募締め切り日（令和５年１月３１日）時点で、開設後５年以上経過した事業所であること。

※転換する短期入所生活介護について、補助金等に係る財産処分の手続きが必要となる場合

があります。

オ 転換床数は、１施設あたり１０床までを上限とすること。

カ 居室及びユニット単位での転換とすること。

キ 転換後の短期入所生活介護の床数が１以上であること。

ク 令和５年８月１日（火）までに転換を行う計画とすること。

ケ 開設後において短期入所生活介護事業の給付実績があること。

コ 転換後の短期入所生活介護の利用ニーズへの対応に支障がないこと。

（２）選定方法（予定） 

   応募総数が募集数を上回る場合には、各種法令、人員・設備の基準及びその他の応募の要件

を満たす計画であることを前提に、次のア～エの基準に基づき、民有地の事業所で優先順位を決

定した後、優先順位の高い事業所から順に応募床数を足し上げ、募集数に達するまで選定します。

その上で、募集数に達しない場合は、公有地の事業所においても同様の手順で優先順位を決定し、

選定します。



ア 転換後の短期入所生活介護の床数が１０以上であり、他の応募があった施設の当該床数と比

較して多いこと。

イ 転換後の短期入所生活介護の床数が、他の応募があった施設の当該床数と比較して多いこと。

ウ 転換前の特別養護老人ホームの床数が、他の応募があった施設の当該床数と比較して少ない

こと。

エ 当該開設場所での運営期間が他の応募があった事業所よりも長いこと。

なお、優先順位ごとに応募床数を選定し、募集数に対し最後に残った床数が、事業者の応募床

数に満たない場合は、当該事業者と、残床数で対応可能か協議します。協議が整わなかった場合

には、次順位の事業者と協議します。

 （３）応募に必要な書類（予定） 

応募者には「転換計画書」として、下記の内容等について提出を頂きます。

（４）その他 

  川崎市老人福祉施設育成費助成金の職員雇用費について、令和４年４月１日付で制度改正を行

い、助成対象施設については、本入所定員６０名までとしていたところを、６９名までの施設に

対象範囲を拡大しています。 

このため、助成対象施設においては、転換に係る事業者として選定された場合に、本入所定員

が増加することで助成金額の変更や助成対象外となる場合があります。 

５ 今後のスケジュール（予定） 

募集開始：令和４年１１月 １日（火）

募集締切：令和５年 １月３１日（火）

法人選定：令和５年 ２月

法人決定：令和５年 ３月

転換時期：令和５年 ６月１日（木）から令和５年８月１日（火）まで

※スケジュールについては、今後の状況により変更となる場合があります。

健康福祉局長寿社会部高齢者事業推進課介護基盤係
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健康福祉局総務部施設課
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１ 転換の理由及び効果

２ 短期入所生活介護の稼働状況（過去３年間分）

３ 特別養護老人ホームの稼働状況（過去３年間分）

４ 転換後における短期入所生活介護の利用ニーズへの対応策

５ 転換後における特別養護老人ホームの利用ニーズへの対応策

６ 転換後における特別養護老人ホーム及び短期入所生活介護の収支予算書（転換後２年分）

※提出頂いた内容に応じて、ヒアリングを実施させて頂きます。


